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１　指定管理者制度の導入について
(1) 現在の県民ホールの状況
神奈川県では、昭和50年１月に横浜市中区山下町に現在の神奈川県立県民ホール（以下「本館」という。）を設置し、県民の文化芸術の振興及び福祉の増進を図っているところです。
本館は、約2,500人を収容し県内随一の集客規模を誇る大ホールの他、小ホール、ギャラリー、大小会議室を兼ね備えた複合的な文化施設です。
オペラやバレエ、クラシック音楽からポップスまで多彩な公演が催され、開館以来、来場者は約2,200万人にもおよび、日本を代表する文化芸術拠点施設として多くの方々に親しまれています。
(2) 神奈川芸術劇場の整備
神奈川県では、優れた舞台芸術作品（演劇、ミュージカル、ダンスなど）の鑑賞機会を県民に提供するため、県内に不足している舞台芸術専用の高機能な施設として、神奈川芸術劇場（以下「芸術劇場」という。）の整備を進めています。
創造型劇場として、平成23年１月頃のオープンを目指す芸術劇場は、客席の「床昇降システム」を備えたホール（最大1,300人を収容）と稽古場や小劇場などに使用できる大・中・小のスタジオを備えることとしています。
近接する本館を補完する中規模ホールとして、一体の施設運営を行い、県民ホール全体で本県文化芸術の広域拠点としての役割を担うことを目指しています。
(3) 指定管理者制度の導入
本館では、平成18年度から指定管理者制度を導入しており、現在の指定管理者による管理の期間は、平成23年３月31日まで継続しますが、一体運営を行う芸術劇場が平成22年度に開館し、年度当初から指定管理業務を開始する必要があることから、このたび、地方自治法第244条の２第３項及び神奈川県立県民ホール条例（昭和49年３月30日神奈川県条例第１号。以下「条例」という。）第３条の規定に基づき、本館と芸術劇場（以下、両者を合わせて「県民ホール」という。）を一体運営する指定管理者（県民ホールの指定管理者）の指定を受けようとする者から、申請を受け付けることとしました。
２　基本的な運営方針
県民ホールの指定管理者には、県立文化施設の運営主体として、本県の文化政策の方向性を十分に理解し、将来の本県の文化芸術の姿を見通した中・長期的ビジョンの下で、県域全体の文化振興に配慮しながら事業展開するとともに、民間のノウハウを活かしつつも、商業主義に偏ることなく文化政策の公共性（公立文化施設の存在意義）を十分理解した上で、適切な管理運営を行うことが求められます。
特に、施設の設置目的や特性を踏まえ、本館と芸術劇場を一体運営する効果を最大限に引き出し、本県文化芸術の広域拠点として、良質の舞台芸術作品の創造・発信と、そのための人材の育成に向けての取組みを行うとともに、開港以来の歴史を持つ横浜山下町地区のより一層の活性化を目指した、賑わいの創出の取組みを行うことが必要です。
こうしたことを前提に、指定管理者は、次の視点からの管理運営の提案をしてください。
(1) 県の総合計画「神奈川力構想」を踏まえた事業を実施する。
(2) 本県の文化芸術活動の広域拠点として、神奈川県文化芸術振興条例及び「かながわ文化芸術振興計画」を踏まえた事業を実施する。
(3) 本館の大・小ホールや芸術劇場のホール、スタジオのそれぞれの役割分担を踏まえるとともに、きめ細かい調整により両館の公演の競合を避けながら、施設の規模や機能に適したジャンル・演目の作品を総合的に県民に提供することにより、本県文化芸術の広域拠点施設として、充実した事業展開を図っていく。

ア　本館については、県民の幅広いニーズに対応した貸館事業と併せて、オペラ、バレエ等、施設の特性を踏まえた自主事業を実施していく。
イ　芸術劇場については、客席に「床昇降システム」を導入するなど、高機能な舞台機構や照明・音響システムを備え、さまざまな演出に対応できる可変性に富んだホールとして整備することから、演劇、ミュージカル、ダンスなどの自主事業を積極的に行う「創造型劇場」として事業展開していく。
(4) 稽古場として、芸術劇場の大・中・小のスタジオを共用し、本館と芸術劇場、それぞれで魅力ある作品づくりに取り組む。
(5) 芸術劇場の合築の相手方であるＮＨＫ横浜放送局や横浜市、県内の市町村、文化団体、文化施設等、地域や関係機関と密接に連携しながら、事業を実施していく。
(6) 本館のギャラリーについては、神奈川県美術展を県等と共催で実施するとともに、本県の美術の振興に向けた展示を企画し実施していく。
(7) 現行の本館でのサービス水準の維持向上を図りつつ、芸術劇場の運営も踏まえ、指定管理業務に係る経費を縮減するための工夫と提案を行う。
提案の検討に当たっては、平成20年３月に策定した「県立新ホール『神奈川芸術劇場』管理運営計画」のほか、平成21年３月取りまとめの「県立新ホール『神奈川芸術劇場』開設準備業務」報告書を貸与しますので、参考にしてください。

（管理運営計画に関するホームページ）

http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/bunka/geijutsugekijou/uneikeikaku.pdf
３　施設の概要
(1) 名称
　 神奈川県立県民ホール
(2) 所在地
	区　　分
	位　　置

	本館
	横浜市中区山下町３番地の１

	芸術劇場
	横浜市中区山下町281番地


(3) 施設の設置目的

　 県民の文化芸術の振興及び福祉の増進を図るための施設
(4) 施設等の概要
	区    分
	本    館
	芸術劇場

	敷地面積及び権利形態
	10,946.33㎡
県有地
	6,436.61㎡
共有地（県の持ち分は約72.2％）

	構    　造
	鉄骨鉄筋コンクリート造　

地上６階　地下１階
	鉄筋コンクリート造、
鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造
地上10階　地下１階

	施設の内容
	大ホール（2,488人収容）
小ホール（433人収容）
リハーサル室（１室）
楽屋（大ホール８室、小ホール２室）
ギャラリー（５展示室）
大会議室（１室）

小会議室（１室）
駐車場（106台収容）
事務室　ほか
	ホール（1,300人収容）※１
大スタジオ
（１室・可動席220人収容）
中スタジオ（１室）
小スタジオ（２室）
楽屋（13室）
駐車場（55台収容）
駐輪場（６台収容）

音響製作室、美術製作室、衣装室、事務室　ほか

	建築面積
	5,845.82㎡
	約4,900㎡

	延床面積
	28,476.59㎡
	約13,500㎡　※２

	開    館
	昭和50年１月
	平成23年１月（予定）

	設    備
	別紙１ 施設設備概要一覧表Ⅰ－２
	別紙１ 施設設備概要一覧表Ⅱ－２


　　　※１　客席に「床昇降システム」を導入。基本形の収容人員。
　　　※２　現在建設中のため、設計図面に基づき、壁や柱の厚みの中心線を基準に算出した面積としています。
(5) 開館時間、休館日

	開館時間
	午前９時から午後10時まで

（本館のギャラリーにあっては、午後６時まで）
※　指定管理者は、必要があると認めるときは、知事の承認を得て、開館時間を臨時に変更することができます。

	休 館 日
	12月28日から翌年の１月４日までの日
※　指定管理者は、必要があると認めるときは、知事の承認を得て、休館日に臨時に開館し、又は臨時に休館することができます。

	備    考
	指定管理者は、新たな視点から利用者満足度を高めるため、条例に規定された休館日及び開館時間についても、柔軟に検討し、提案していただくことができます。


４　申請資格等
(1) 神奈川県内に事務所を有していること。
(2) 次に掲げる団体等でないこと。
ア　地方自治法施行令第167条の４の規定により一般競争入札の参加を制限されている団体等
イ　会社更生法、民事再生法等に基づき更生又は再生手続をしている法人
ウ　神奈川県から神奈川県指名停止等措置要領により競争入札の参加に関して指名停止を受けている団体等
エ　法人県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税を完納していない団体等
オ　神奈川県から当該施設の指定管理者の指定を取り消され、その取消しの日から２年を経過していない団体等
カ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
キ　暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下にある団体等
ク　暴力団の構成員若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者を役員に含む団体等
５　申請の手続
(1) 申請書類の提出
ア　申請期間：平成21年７月13日(月)から平成21年８月10日(月)まで　　　　　　

イ　受付場所：持参される場合の受付窓口

県庁新庁舎４階　県民部文化課で受け付けます。

受付時間は、月曜日から金曜日までの８時30分から17時15分まで
郵送される場合の送付先

 　　　　　　　　  〒231-8588　神奈川県県民部文化課神奈川芸術劇場整備担当あて

　　 　※  郵送の場合、封書の表に赤字で「神奈川県立県民ホール指定管理者指定申請書」、裏に団体等の住所、氏名を必ず書いてください。なお、書留、特定記録によらない郵便の事故等については、一切考慮しません。
(2) 質問事項の受付
申請に当たって質問がある場合は、次のとおり受け付けます。
ア　受付期間：平成21年７月13日(月)８時30分から平成21年７月27日(月)17時15分まで
イ　受付方法：質問項目及び質問内容を記載した質問票(様式１)を郵送、ＦＡＸ又はメールで受け付けます。
（郵送される場合の送付先）　
〒231-8588　神奈川県県民部文化課神奈川芸術劇場整備担当あて
（ＦＡＸによる送付先）
ＦＡＸ番号　045-210-8840
（メールによる送付）

県ホームページ（http://www.pref.kanagawa.jp/sosiki/kenmin/0204/index.html）にある「県民部文化課への問い合わせフォーム」をご利用ください。

（上記以外の方法による質問は受け付けませんので、ご注意願います。）

　 ウ　回答方法：質問への回答は、それぞれの質問を受け付けた方法により回答します。
(3) 申請に当たっての費用負担

 　　申請に当たっての費用は、申請者の負担とします。

６　申請のための書類等
(1) 申請書類

ア　様式指定の書類（副本は写しで結構です。）
①　神奈川県立県民ホール指定管理者指定申請書(様式２）
②  神奈川県立県民ホール指定管理者提案書(様式３)
（指定管理者に指定された場合、提案書は原則として、そのまま県ホームページに掲載します。）
③　委託予定業務一覧表（様式４）
イ　団体で整備している書類（正本、副本とも既存の資料の写しで結構です。）
①　団体の定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類
②　団体の諸規程類（組織、経理、給与、就業、個人情報保護、情報公開、文書管理に関する規程）
③　団体の概要（組織・事業の概要、役員等）を記載した書類
④　21年度の事業計画書、収支予算書
⑤　20年度の事業実績書
⑥　直近の３事業年度分（平成18～20年度）の決算諸表（損益計算書又は収支計算書、貸借対照表、正味財産増減計算書、監査報告書等）
⑦　指定管理者の申請に関する団体の意思の決定を証する書類（理事会の議事録写し、決裁書類の写し等）
⑧　類似施設の運営実績を記載した書類（様式任意）
ウ　官公庁が発行する書類（３か月以内に発行された原本に限ります。ただし、副本はその写しで結構です。）
①　法人登記簿の謄本
②　次の税目に係る直近年度の納税証明書（滞納していないことの証明書）
法人県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税
エ　添付する書類
①（申請者（指定管理者）による独自事業を提案される場合）独自事業の事業計画及び収支計画（様式任意）
(2) 申請書類の提出部数
正本１部　副本１部（副本は写しで結構です。）
(3) 留意事項

ア　申請書類の変更

提出された書類の内容を変更することはできません（ただし、軽微な修正を除きます）。

イ  追加資料の提出
　県が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。
ウ  申請書類の取扱い

申請書類は、返却しませんのでご承知おきください。
また、指定管理者に指定された後、情報公開請求があった場合には、神奈川県情報公開条例に基づき申請書類を公開することがあります。

エ　申請の辞退

申請書類を提出後に辞退する場合は、辞退届（様式任意）を提出してください。

オ　申請書類の使用言語

　 申請書類の作成に当たっては、日本語及びメートル法を使用してください。

カ　虚偽の記載をした場合の取扱い
申請書類に虚偽の記載があったことが判明した場合は、失格とします。
※　書類についての留意事項
申請者が作成する書類については、原則、次のとおりとしてください。

①　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４縦長としてください。

②　両面印刷又は両面コピーとしてください。
③　ページ数が複数となる書類については、通し番号（表紙から１／○とし、以降２／○、３／○とする通しページ、○は総ページ数を記入）を中央下に表記してください。

７　選定方法等
(1) 選定方法
指定管理者の指定は、申請者から提出された申請書類等により、神奈川県立県民ホール指定管理者外部評価委員会及び行政システム改革調整会議において、適格性の審査を行い候補者を選定し、最終的には県議会の議決を経て知事が指定します。
(2) 選定基準及び配点等
指定管理者の候補者の選定は、「サービスの向上」「管理経費の節減」及び「団体の業務遂行能力」の３つの観点から、次のとおり審査を行います。
条例及び神奈川県立県民ホール条例施行規則に規定された基準は次のとおりです。
①　住民の平等利用が確保されること。（条例第５条第１号）
②　関係法令及び条例の規定を遵守し、適切な管理ができること。（条例第５条第２号）
③　指定管理業務について、相当の知識及び経験を有する者を従事させることができること。（条例第５条第３号）
④　安定した経営基盤を有していること。（条例第５条第４号）
⑤　必要な人材を確保することができると認められること。（規則第３条第１号）
⑥　県民の文化芸術の振興及び福祉の増進を図るための施設としての神奈川県立県民ホールの役割を適切に担えること。（規則第３条第２号）
県民ホール指定管理者の選定基準及び配点
	選定基準
	選定基準（細目）
	審査基準
	配点
(計100点)
	指定の基準
(条例、規則)
	審査の対象とする申請書類該当箇所

	
	
	審査項目
	審査の視点
	
	
	

	Ⅰ サービスの向上
	1 指定管理業務実施に当たっての考え方
	(1)
	指定管理者としての基本姿勢
	施設の設置目的や公の施設としての役割・運営方針に関する考え方の理解
	５
	規則第３条第２号
	（様式３）

Ⅰ－１（１）
（様式４）



	
	
	
	
	本館と芸術劇場の一体運営に関する考え方の理解
	
	
	

	
	
	
	
	業務の一部を委託する場合の業務内容等の状況
	
	
	

	
	2 適切な管理運営
	(1)
	施設及び設備の維持管理に関する業務
	施設及び設備の保守点検、施設の清掃・保安警備等の維持管理業務についての取組状況
	５
	条例第５条第２号
	（様式３）

Ⅰ－２（１）

	
	
	(2)
	利用承認等に関する業務
	条例に基づく適切な利用料金の設定及び施設の運営方針を踏まえた利用承認等の業務についての取組状況
	５
	条例第５条第１号
	（様式３）

Ⅰ－２（２）


	
	
	(3)
	事業実施に関する業務
	施設の運営方針を踏まえ、その特性をより効果的に生かした事業実施の状況
	25
	規則第３条第２号
	（様式３）

Ⅰ－２（３）

	
	3 利用者への対応
	(1)
	サービス向上及び利用促進のための取組み
	利用者サービスの向上に向けた取組状況
	５
	規則第３条第２号
	（様式３）

Ⅰ－３（１）

	
	
	
	
	利用者ニーズの把握及び事業等への反映の状況
苦情処理やトラブルへの対応状況
	
	
	

	
	
	
	
	より多くの利用を図るために行う広報・ＰＲ活動の状況
	
	
	

	
	4 安全管理
	(1)
	日常時の安全管理
	通常の指定管理業務を行う際の事故防止等の取組状況
	５
	条例第５条第２号
	（様式３）

Ⅰ－４（１）
　　　（２）

	
	
	(2)
	緊急時の対応
	事故等の緊急事態が発生した場合の対応の状況
	
	
	

	Ⅱ 管理経費の節減
	1 適切な積算
	(1)
	事業計画等との関係
	指定管理業務を行うための経費の積算の状況
	10
	条例第５条第４号
	（様式３）Ⅱ
（様式４）

	
	2 節減努力
	(1)
	提案額
	提案された指定管理料の経費節減の度合い
	20
	
	（様式３）Ⅱ

	Ⅲ 団体の業務遂行能力
	1 人的な能力
	(1)
	執行体制
	指定期間を通じて効果的・効率的に指定管理業務を行うための人員の確保や配置等の状況
業務の一部を委託する場合の管理・指導体制の状況
	５
	条例第５条第３号

規則第３条第１号
	（様式３）

Ⅲ－１（１）
　　　（２）

定款、
寄附行為、
団体の概要

	
	
	(2)
	人材育成等
	指定期間を通じて安定して指定管理業務を行うための人材育成や職員採用の状況
	
	
	

	
	2 財政的な能力
	(1)
	財務状況
	施設の運営を安定確実に行える経営規模の状況
	５
	条例第５条第４号

	定款、

寄附行為、

事業計画書、収支予算書、
事業実績書、
決算諸表

	
	
	
	
	指定期間内に安定的に事業を継続できる財務体質の状況
	
	
	

	
	3 法令等を遵守する能力
	(1)
	諸規程の整備
	指定管理業務を実施するために必要な団体等の諸規程の整備の状況
法令遵守の徹底に向けた取組状況
	５
	条例第５条第２号
	（様式３）

Ⅲ－２（１）
　　　（２）

　　　（３）

諸規程類

	
	
	(2)
	個人情報保護の考え方
	個人情報保護についての考え方・方針及び個人情報の取扱いの状況
	
	
	

	
	
	(3)
	その他
	指定管理業務を行う際の環境への配慮の状況
	
	
	

	
	4 その他
	(1)
	これまでの実績
	指定管理施設と類似の業務を行う施設等での管理実績の状況
	５
	条例第５条第３号
	（様式３）
Ⅲ－３
類似施設の運営実績


(3) 選定手続
ア  資格審査、申請内容の確認及び照会
申請書類提出後、県の担当部署において資格審査を行います。また、申請内容については、県の担当部署から確認・照会等を行う場合があります。
イ　神奈川県立県民ホール指定管理者外部評価委員会による審査
資格審査通過後、外部評価委員会において、選定基準に従って申請書類を審査します。
併せて、外部評価委員会では、申請団体等の担当者が提案書の内容などについてプレゼンテーションを行った後に、ヒアリングを実施する予定です。日時、方法等の詳細については、別途申請者に通知するものとします。
プレゼンテーションは、外部評価委員が申請者から申請書類の説明を受け、その提案内容やアピールしたい点を確認するための補助的な手段であり、審査はあくまで提出された申請書類の内容を基本に行います。
外部評価委員会の会議の公開・非公開の取扱いについては、「神奈川県立県民ホール指定管理者外部評価委員会の設置及び運営に関する要綱」に基づき決定するものとします。
なお、外部評価委員会における審査の結果、合計点が60点に満たない場合には、県の求める業務水準を満たさないと判断し、指定管理者の候補者の選定は行いません。
ウ　行政システム改革調整会議による審査
神奈川県立県民ホール指定管理者外部評価委員会による審査の結果を踏まえ、行政システム改革調整会議で審査し、指定管理者の候補者を選定します。行政システム改革調整会議は、県としての意思決定を行う行政内部の会議ですので、申請者はご出席いただく必要はありません。
(4) 選定結果の通知・公表
指定管理者の候補者の選定結果については、平成21年８月下旬までに、申請者に通知します。また、県ホームページにおいて結果を公表します。
８　指定管理業務開始までのスケジュール（予定）

(1) 申請期間　平成21年７月13日(月)から平成21年８月10日(月)まで
(2) 質問事項の受付期間　平成21年７月13日(月)から平成21年７月27日(月)まで
(3) 県民ホール指定管理者外部評価委員会(面接審査)の開催　平成21年８月下旬頃
(4) 行政システム改革調整会議の開催　平成21年８月下旬頃
(5) 県議会における議決　平成21年10月中旬頃
(6) 指定管理者の指定の告示（県公報）　平成21年10月下旬頃
(7) 基本協定の締結　平成21年12月下旬頃

(8) 年度協定の締結　平成22年３月下旬頃
(9) 指定管理者による管理の開始　平成23年４月１日
（ただし、芸術劇場に係る指定管理は、平成22年４月１日から開始）
９　選定過程等の公表について
本施設の指定管理者の選定過程等については、次のとおり県ホームページ（記者発表を行う場合もあります）等で公表します。
(1) 神奈川県立県民ホール指定管理者申請要項の提示後　指定管理者申請要項
(2) 神奈川県立県民ホール指定管理者外部評価委員会開催後  審査議事録及び採点結果
(3) 指定管理者候補者選定時　候補者名、選定理由等

(4) 県公報で指定管理者告示後　指定管理者提案書（個人情報等を除き、原則として、そのまま県ホームページで公表します。）
10　指定の期間
平成23年４月１日から平成28年３月31日まで
（ただし、芸術劇場に係る指定管理は、平成22年４月１日から開始します。）
11　指定管理者が行う業務
指定管理者は、「２　基本的な運営方針」を踏まえ、条例第３条に定める以下の指定管理業務を行うものとします。
なお、施設及び設備の維持管理に関する業務については、別紙２「神奈川県立県民ホール維持管理業務仕様書」に従うものとします。
(1) 県民ホールの施設及び設備の維持管理に関する業務
ア　施設及び設備の保守点検に関する業務

イ　施設の清掃に関する業務
ウ　施設の保安警備に関する業務
エ　施設の受付・案内に関する業務
オ　舞台関係設備の管理運営に関する業務
カ  物品類の管理・調達
①　備品
ａ　施設の運営に必要な備品の管理を行うこと。
ｂ　県が作成する物品等管理簿の管理を行うこと。
ｃ　破損、不具合等が発生した際には、速やかに修理・補充を行うこと。

②　消耗品 
施設の運営に必要な消耗品を適宜購入し、管理を行うとともに、不具合の生じたものに関して随時更新を行うものとします。

（※）留意事項
①　指定管理業務に含まれない業務
芸術劇場はＮＨＫ横浜放送局との合築施設であることから、以下の業務については、神奈川県及びＮＨＫ横浜放送局を構成員とする「管理組合」が行います。
このため、芸術劇場に係る維持管理に関する業務のうち、共用部分の維持管理業務、保安警備、中央監視に関する業務については、指定管理業務に含まれません。（ただし、当該管理組合の業務については、管理組合からの委託により、芸術劇場の指定管理者が実施することを想定しています。）
＜管理組合の主な業務＞
ａ　共用部分の清掃、保全、保守、植栽、塵芥処理及び消毒その他日常の維持管理に関する業務
ｂ　公開空地内の樹木の管理
ｃ　敷地及び共用部分の動力、電力、冷暖房、光熱、給排水、防火等の設備の維持、運転、操作、保守、点検等の業務
ｄ　敷地及び本建物全体の防犯防災等の業務
ｅ　共用部分の修理又は取換えに関する業務
ｆ　敷地及び共用部分の変更に関する業務
ｇ　管理費等の徴収、保管、支出等その他本管理組合の会計に関する業務
ｈ　敷地及び本建物全体に係わる風紀、秩序及び安全の維持、広報及び連絡に関する業務
ｉ　周辺施設所有者との連絡調整に関する業務
ｊ　カフェの運営事業者との連絡・調整に関する業務
ｋ　アトリウムの利用受付及び調整に関する業務
ｌ　共用部分に係る長期修繕計画の策定に関する業務
②　芸術劇場に係る維持管理業務の積算の基礎資料として、建設工事の入札発注の際の図面を貸与します。
(2) 県民ホールの利用の承認及び利用承認の取消し等に関する業務
ア　貸館事業について
　施設の運営効率を高めるため、貸館の利用率の向上を図り、収入確保に努めるものとします。

①　本館の貸館事業
県民が幅広いジャンルの公演を楽しめるよう配慮するとともに、広く一般県民、団体等の利用を対象とした貸館事業を行うものとします。
②　芸術劇場の貸館事業
県民の鑑賞ニーズに合致する等、芸術劇場が提供するのにふさわしいと考えられる長期的な公演を実施する者（上演規模が比較的大きく集客力のある舞台芸術公演を制作、上演、流通してきた実績のある組織（劇団や企画・制作会社、興行会社等））に、長期間の連続利用を認める「特定貸館事業」の枠組みを設けるものとします。
また、特定貸館事業とは別に、広く一般県民、団体等の利用を対象とした貸館事業として、「一般貸館事業」の枠組みを設けるものとします。
イ　利用承認に関する業務
①　ホール、スタジオ、ギャラリー及び会議室の利用の受付、申込者の決定及び承認（取消しを含む）に関する業務
　　　　　県民ホール条例施行規則等に基づき、利用承認に関する業務を行うものとします。

	区分
	利用調整の方法

	本館
	抽選による

	芸術劇場
	芸術劇場の目的と役割に合致する利用を促進する利用調整を行う


②　施設の利用案内に関する業務

③　施設の利用に伴う設備（備品類）の貸出しに関する業務
ウ　利用料金の徴収に関する業務

本施設（駐車場を含む）の利用料金の徴収に関する業務（利用料金は指定管理者の収入）とします。その際、利用料金は条例に定める範囲内で、指定管理者が知事の承認を得て決定します。料金の算定方法や納付方法の詳細については、指定管理者が利用料金規程を別途定めるものとします。
なお、指定管理者は、知事の承認を得て利用料金の減免を行うことができますが、以下の減免基準については、適用していただきます。また、減免による利用料金収入の減収については、指定管理料に当該減収分が見込まれているものとし、補填等の措置は行いません。
＜減免対象＞　
①　免除するもの
ａ　指定管理者が主催又は共催する催し
ｂ　県が主催又は共催する世界的水準と評価される音楽、舞踊等の公演で、入場料を徴収しないもの

　②　減額できるもの
ａ　国又は県内市町村が主催する世界的水準と評価される音楽、舞踊等の公演で、入場料を徴収しないもの（規定する利用料金の10分の５）
ｂ　準備又は練習を行うことのみを目的として本館の大ホール及び小ホール、芸術劇場のホールを利用するもの（規定する利用料金の10分の３）
エ　施設の運営に関する業務基準

①　県民、利用者へのサービスに支障なく対応できる人員体制とすること。また、県民ホールの技術者として運営に必要な人員を配置すること。
②　文化芸術団体等が施設を利用する場合、必要に応じて指導・助言その他の支援を行うこと。
③　利用承認等に係る事務は、透明性、公平性の確保に十分配慮した上で、速やかに行うこと。
④　施設利用者とは、利用日以前に十分な打合せを行うこと。
⑤　各種利用のための書類及び利用者に対する利用の手引きを作成すること。

(3) 音楽、演劇、舞踊その他の舞台芸術及び美術の振興に関する業務
ア　主に本館ホールで実施する事業

①  県域の文化芸術の広域拠点施設として、ホールの規模にふさわしい舞台芸術公演を自主的に企画し実施することとします。この場合、民間興行として成立するポピュラー、演歌等の公演など貸館運営で対応できる公演事業は除きます。
②　自主的な企画事業には、指定管理者の人的ネットワークや招聘ノウハウを活用して県民ニーズの高い国内外の優れた実演家による舞台芸術を招聘し、共催公演を開催することも含むものとします。
③　県域で創造的な文化芸術活動を行う団体が行う県民参加型の事業を共催で実施するものとします。
④　現在の自主事業比率（年間の利用日数における自主事業の利用日数の比率）の維持・向上に努めるものとします。
⑤　事業の主な範囲は、次のとおりとします。

（大ホール）

ａ　グランドオペラ、グランドバレエ、大編成オーケストラ等の舞台芸術

（小ホール）
ａ　室内楽、声楽
ｂ　パイプオルガンを活用したコンサート
ｃ　伝統芸能、オペラ、バレエ等の舞台芸術講座

イ  主に芸術劇場で実施する事業
県民の多種多様な鑑賞ニーズに応えるため、事業の芸術的方向性を定める芸術監督を県の選任により設置し、その指導・助言を受けながら芸術劇場自らが作品の創造や人材育成等を行う「自主事業」と県民や公演を行う団体等に施設を貸し出す「貸館事業」両事業において、芸術性を追求した作品、幅広い客層からニーズのある作品、海外の作品、子どものための作品等を、全体としてバランスよく上演していくものとします。
芸術劇場は、創造型劇場として、自主事業を積極的に展開していくものとし、年間の利用日数の半分以上は自主事業で利用することとします。
なお、自主事業の一環として、芸術劇場の目的や役割、施設の特性などを広くアピールする機会として、開館から一定期間、オープニング記念事業を実施するものとします。
（自主事業の枠組み）
①　芸術文化創造振興事業
演劇、ミュージカル、ダンス等の舞台芸術のジャンルで、新たな文化芸術の創造・発信を意識した作品を上演するものとします。
ａ　芸術創造事業
ⅰ　企画事業
創造型劇場としての役割を果たす上で、事業の根幹となるもので、専門的知識・技術を有する劇場職員が自ら企画・制作するものとします。
ⅱ　提携事業
幅広い舞台芸術の創造と鑑賞機会の提供を行う観点から、芸術劇場の設置の目的と役割に合致すると認められる公演については、「提携事業」と位置づけ、劇場施設を提供し、劇場職員が公演に積極的に関与していくものとします。
ｂ　国際芸術創造事業
話題性、時代性のある海外文化芸術団体等の招聘や共同制作による上演等を通じて、国際的な文化芸術交流を図るものとします。
ｃ　県民創造支援事業
若手芸術家や地元劇団等による舞台芸術の創造活動を支援し、舞台作品づくりの一層の質的な向上を図るものとします。
②　芸術文化人材育成普及事業
ａ　普及事業
観客の育成・舞台芸術に関する関心喚起の観点から、舞台芸術や劇場で上演される作品等をテーマや素材にして、舞台芸術への関心を高め、理解を深めていく事業を行うものとします。
ｂ　育成事業
神奈川から全国レベルの人材の輩出と地域の創造力の向上に向けて、舞台芸術に関わる専門スタッフ等の育成と交流の場を提供するものとします。
ｃ　研究事業
本県の文化芸術の振興を図るため、舞台芸術や劇場運営に関する調査研究にも取組み、県民ホールの効果的な運営に反映させるものとします。
③　地域等連携事業
本県の舞台芸術の拠点施設として、県内の文化施設等との交流や連携を図るとともに、周辺地域の賑わいを創出するため、近隣の団体や機関等と各種事業を連携して実施するものとします。
ウ　本館ギャラリーで実施する事業
神奈川県美術展を県等と共催で実施するものとします。また、現代美術等の展示を企画し実施してください。なお、実施に当たっては、指定管理者の人的ネットワークや招聘ノウハウを活用して県民ニーズの高い企画展を共催により開催することも含むものとします。

(4) その他県民ホールの設置目的を達成するための事業の実施に関する業務
ア　県民ホールで開催する公演のチケット発券に関する業務
本館のチケットセンターは、音楽堂、かながわアートホール、青少年センターで行われる公演も含めてインターネットチケットセンターにて扱っていますが、芸術劇場で行われる公演のチケット発券も含めて、本館と同等のサービスを提供し、県民の利便性を図るものとします。
イ　文化芸術情報の収集提供に関する業務
県民ホールの事業に関する情報発信や記録作成のほか、本県文化芸術の広域拠点として、県内の文化芸術や劇場に関する情報収集を広く行い、ＷＥＢサイトの運営、広報誌の発行等により、県民や文化芸術の関係者等に提供するものとします。

ウ　広報・広聴に関する業務
多くの人々が気軽にアクセスできる県民ホールとしていくために、広報・営業活動を積極的に実施するものとします。その際、芸術劇場の認知度の向上を図る広報事業も積極的に実施するものとします。
また、利用者からの要望や苦情の受付・処理などの広聴業務も行うものとします。
エ　運営改善のための恒常的な評価活動
適正かつ効果的・効率的な管理運営を行うため、運営状況や問題点等を把握し、サービス向上のための改善策を見いだすことを目的とした評価活動を実施するものとします。
オ　利用状況、入場者数などの調査統計に関する業務や県への報告・モニタリング対応
県民ホールの利用状況、入場者数などの調査統計に関する業務を行うものとします。
また、県では指定期間中に指定管理業務の実施状況を把握し、良好な管理状況を確保するためモニタリングを実施しますので、対応していただきます。
カ　駐車場に関する業務
駐車場は、本館及び芸術劇場とも条例で定める上限額の範囲内で利用料金を収納するものとします。 
駐車場の出入口付近や、駐車場内での交通状況を注視し、円滑な利用を促すとともに、利用者が駐車するときには、駐車箇所については適切な誘導を行うものとします。
なお、芸術劇場の駐車場管理に必要な機器等については、指定管理者において用意するものとします。
（※）留意事項
①　本館については、「指定の期間」内に改修工事が行われる可能性があります。改修工事が行われた場合、工事の内容によりますが、１～２年間程度は施設を休館することが想定されます。その間、県としては、実施できない事業等の指定管理料は支払いません。具体的には別途協議しますので、あらかじめご了承願います。なお、改修工事の規模や時期等については、今後の検討状況に応じて、指定管理者に情報提供します。
②　横浜市内で近接する他の県立文化施設の公演等と重複しないよう、事業の実施に当たって十分な連携を図るものとします。

③　カフェ、ビュッフェ（調理スペース）、自動販売機等の運営に係る業務は指定管理業務に含めません。
④　指定管理業務を行う際は、県民ホールが指定管理者により管理・運営されている施設であることを利用者に示すため、施設内や案内パンフレット等に指定管理者名等を表示するものとします。
	（表示例）

神奈川県が設置した神奈川県立県民ホールは、指定管理者である○○○○○が管理・運営を行っています。

連絡先　　指定管理者　○○○○○　　　　TEL***-***-****

　　　　　　　　　神奈川県県民部文化課          TEL***-***-****


(5) 業務の第三者への委託
指定管理者は、指定管理業務を一括して第三者に委託してはなりません。ただし、業務の一部について委託する場合は、この限りではありません。業務の一部について、第三者への委託を予定している場合は、（様式４）「委託予定業務一覧表」を作成し、申請時に提出してください。
「委託予定業務一覧表」に記載された業務のうち、県が承認を必要とすると認めた業務については、事前に県から承認を受けていただきます。
なお、委託先の選定に当たっては、県内中小企業者の受注機会の確保・拡大を図るようお願いします。
また、13(３)に規定する実績報告書の提出に併せて、業務委託実績報告書を提出していただきます。

12　管理に要する経費

(1) 経費の支払い
ア　指定管理業務に係る経費（指定管理料）
指定管理料の算出に当たっては、人件費（法定福利費、退職給与引当金を含む）、事務費（消耗品費、通信運搬費、旅費、事務機器リース料等。備品購入費を見込んだ場合であっても、耐用年数を経過していない備品等は、指定管理期間終了後に県へ無償譲渡していただくことになります。『15の「備品等の帰属」を参照』）、管理費（施設等保守管理費、修繕費『14の「県と指定管理者のリスク分担」を参照』）など必要な経費を計上し、提案してください。
本施設では、利用料金制を採っていますので、指定管理業務に要する総経費から、利用料金収入を含む利用料金相当額等として見込まれる額を差し引いた額を、指定管理料として提案していただくことになります。
なお、利用料金相当額等には、利用料金のほか、事業収入、企業協賛金、寄付金、民間助成金、催事入場券の受託販売収入等も含めることとします。
（※）参考価格

本施設の指定管理者への申請を検討する際の参考にしていただくため、自主事業の事業費に係る指定管理料の参考価格（県の試算額）をお知らせします。
なお、施設維持管理費、運営費及び人件費に係る指定管理料については、申請者の工夫による適切な積算を促す観点から、積算の条件となる仕様のみを示すこととし、参考価格の提示は行いません。
	区　　　　分
	本　館
	芸術劇場

	自主事業の事業費に係る指定管理料の参考価格
	平成22年度
	
	120,000,000円

	
	平成23年度
	270,000,000円


イ　指定管理料についての留意事項
指定管理料については、次の点に留意してください。
①  指定管理者の候補者の選定は、いわゆるプロポーザル方式により行うものであり、提案された指定管理料の高低だけでなく、事業計画の内容等を総合的に評価するものであること。
②　したがって、県が提示する指定管理業務の基準を上回る提案もあり得ること。
③　また、指定管理業務以外に申請者（指定管理者）による独自事業を提案される場合は、申請者の責任においてかつ当該独自事業による収入の範囲内で行うこと。
④　提案された指定管理料は、県の予算査定の過程を経て、議決された各会計年度の予算の範囲内で指定管理者と締結する年度協定書により決定する指定管理料を支払うことから、提案額が必ずしも保証されるものではないこと。
(2) 指定管理料の変更等
ア  ２年目以降の指定管理料
２年目以降については、毎年７月末までに提出される翌年度の事業計画書の収支計画額に基づき、県の予算編成作業の過程を経て予算化することとなります。この場合、指定管理業務の変更や、物価水準の大幅な変動などがない限り、原則として前年度の指定管理料を目安とします。
なお、当初３年間（平成24年度まで）の芸術劇場に係る施設維持管理費については、年度協定の締結に当たって、前年度の実績を踏まえ、効率的な運営に向けて、毎年度合理的な範囲内で見直しを行うものとします。

イ　指定管理料の精算
指定管理業務を、県が示した要求水準を満たしながら実施する中で、利用料金収入の増や人件費等経費の節減など、指定管理者の経営努力により生み出された剰余金については、原則として精算による返還は求めません。
また、利用料金収入の減少など、指定管理者の運営に起因する不足額については、原則として補填は行いません。
ウ　指定管理料の返還等
指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の一部が履行されていないことが確認された場合には、県は指定管理料の一部を支払わず、又は支払った指定管理料の一部の返還を求めることになります。
(3) 管理口座・区分経理　
指定管理業務に係る経費及び収入は、専用の金融機関の口座で管理してください。
また、会計処理においては、指定管理者としての業務に係る経理とそれ以外の業務に係る経理を区分して整理してください。
13　管理の基準　
指定管理者は、次に掲げる基準により、指定管理業務を行わなければなりません。
(1) 指定管理業務の実施に係る管理の基準
指定管理者は、次の事項及び管理運営業務基準に従い、県民ホールの管理業務を実施します。
ア　関係法令、条例等の規定の遵守
地方自治法、県民ホール条例、県民ホール条例施行規則、神奈川県財務規則、神奈川県県有財産規則、消防法、水道法等の関係法令及び県の関係例規のほか、県民ホールの管理に関して県の示した運用基準等を遵守して施設を管理します。
イ　指定管理業務の執行体制に関する事項
指定管理者は、次の諸規程及び執行の体制を整備し、指定管理業務を適切に執行します。
①　行政手続条例の適用
施設の利用承認等の手続にあたり、指定管理者が行政庁となって神奈川県行政手続条例が直接適用となる条項については、指定管理者は当該条項を遵守することとし、同条例が直接適用されない第４章（行政指導）（施設の利用上の利用者指導などがこれにあたります。）については、指定管理者は、その趣旨に則り同条例に準じた取扱いをすることとします。また、不利益処分をする場合の事前手続にあたり、指定管理者に直接適用されない神奈川県聴聞及び弁明の機会の付与に関する規則については、指定管理者はその趣旨に則り同規則に準じた取扱いをすることとし、利用承認の取消しなどの行政処分の実施に係る手続規程の整備を行い、適正な執行体制を確保します。
②　文書の管理・保存
指定管理者が業務の実施に伴い作成し、又は受領する文書等は、神奈川県行政文書管理規程、同運用通知に基づいて、指定管理者が別途文書の管理に関する規程等を定め、適正に管理・保存することとします。また、指定期間が終了した後に、又は指定の取消しを受けた場合はその後に、県の指示に従って引き渡していただきます。
③　守秘義務
指定管理者は、業務を行うにあたり、業務上知り得た内容を第三者に漏らしたり、自己の利益のために使用してはならないこととします。指定管理期間が終了した後、又は指定の取消しを受けた後も同様とします。
④　個人情報の保護
指定管理者が個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保護に関する法律及び神奈川県個人情報保護条例の規定に従い、個人の権利利益を侵すことのないよう最大限努めなければなりません。
また、指定管理業務の実施により知り得た個人情報の漏えい又は滅失及びき損などの事故の防止その他の個人情報の適正な管理の確保を図るために、指定管理者は別途個人情報の取扱いに関する規程等を定め、公表することとします。
なお、個人情報を適切に扱うため、責任体制の届出や複写・複製を行う場合の事前承認等の手続きを行っていただきます。
⑤　情報システムの管理
情報システム等を用いて、個人情報等の管理業務上重要な情報を取り扱う場合には、第三者の専門機関による当該情報システム等の安全性の確認を受ける等、情報漏えい等の事故防止を確実に行うこととします。
⑥　情報公開
指定管理者は、神奈川県情報公開条例に基づき、管理している文書の公開に努めることとします。また、文書の公開を行うに当たっては、別途情報の公開に関する規程等を定め、この規程等により行うこととします。
⑦　経理・会計体制の確立
会計帳簿を整備し、経理・会計体制を確立し、適正な公金管理を行います。
手持現金の取扱いに係る規程を整備し、事故防止体制を整えるものとします。
⑧　環境への配慮
指定管理者は、県の環境マネジメントシステム（ISO14001の規格の要求事項に基づく）に沿って、環境に配慮した指定管理業務の実施体制を整えるよう努めていただきます。
（主な取組み例）
ａ　環境に配慮した商品・サービスの購入（グリーン購入）を推進し、また、廃棄に当たっては資源の有効活用や適正処理を図ること。
ｂ　電気、ガス、水道、ガソリン等のエネルギー使用量の削減に向けた目標を設定し、取組みを推進すること。
ｃ　化学物質・感染性廃棄物等のリスク管理を行い、環境や人に影響を及ぼす事故を防止すること。
ｄ　施設の利用者等に対して環境の保全及び創造に関する情報提供に努めるとともに、業務に従事する者に対する教育及び学習の推進に努めること。
(2) 日報・月報の作成及び報告
指定管理者は、業務の実施に当たって、業務日報（参考様式１）を作成して実施状況を把握するとともに、業務日報に基づき月例業務報告書（参考様式２）を作成し、翌月の10日までに県へ報告していただきます。
(3) 実績報告書等の提出
指定管理者は、毎会計年度終了後45日以内に、基本協定書に基づき業務全般に係る実績報告書と財務書類に必要な資料を添付して提出していただきます。
(4) 事業計画書等の提出
指定管理者は、２年目以降の業務を行うに当たって、前年度の７月下旬までに、次年度の事業計画、人員配置計画及び収支計画を策定して県に提出し、協議を行っていただきます。
(5) 実績報告書及び事業計画等の公表
県と指定管理者は、実績報告書及び事業計画等を、それぞれのホームページに掲載し、県民への周知に努めます。
(6) 保険の付保
管理業務の実施に当たり、指定管理者は施設賠償責任保険、施設災害補償保険等を付保していただきます。
＜参考＞現在加入している本館の保険の内容及び保険料は次のとおりです。

平成20年度（決算額）　  　　　　　387,030円

（社）全国公立文化施設協会　

公立文化施設賠償責任保険　　263,320円

公立文化施設災害補償保険　　123,710円
14　県と指定管理者のリスク分担
指定管理業務の実施に伴う損害賠償や不可抗力時の負担など、県と指定管理者のリスク分担は、別紙３「リスク分担表」のとおりとします。
ただし、別紙３に定める事項で疑義が生じた場合又は別紙３に定めのないリスクが生じた場合は、県と指定管理者が協議の上リスク分担を決定するものとします。
15　備品等の帰属
指定管理者が、指定管理業務の実施に伴い、指定管理料によって指定期間内に更新し、あるいは新たに作成又は取得した備品、若しくは著作権その他の知的財産権等は、指定管理業務終了時（指定の取消し等による指定期間途中の終了を含む）に、原則として県へ無償譲渡していただきます。
16　管理責任者の指定
指定管理業務について総括的な責任を持ち、利用者や外部に対して県民ホールを代表する管理責任者（館長に相当する職）を指定していただきます。
17　協定の締結
指定管理者に指定された後に県と協議し、業務の実施に関する包括的な事項を定めた基本協定及び各年度の実施事項を定めた年度協定を締結した上で業務を実施していただきます。
(1) 協定に盛り込む事項
ア　総括的事項
（協定の目的、会計年度、管理施設・管理物品、指定管理者が行う業務の範囲、指定期間、事業計画・人員配置計画・収支計画の提出など）

イ　業務の実施に関する事項

（業務の一部を第三者に委託する場合の取扱い、事故・災害への対応、文書の管理・保存、個人情報の保護、情報公開の対応、環境への配慮、利用承認に関する基準、不利益処分の手続など）
ウ　指定管理料等に関する事項

（利用料金の取扱い、指定管理料の支払方法、指定管理料の精算、口座の管理と経理の区分など）

　　エ　業務の実施に伴うリスク分担

　　　 　(管理施設・管理物品の修繕等に要する費用の負担、物価変動・金利変動、指定管理料の支払い遅延、不可抗力の発生及び制度等変更により発生した費用の負担、第三者への賠償など)
オ　業務の報告及び監督に関する事項

（業務日報の作成、月例業務報告書の提出、実績報告書等の提出、利用者満足度調査の実施、利用者からの苦情・意見等の取扱い、県による検査・監督及び指定の取消しなど）

カ　その他
（再指定等により指定管理者が替わる場合の業務の引継ぎや原状回復等の取扱い、独自事業の取扱いなど）

(2) 協定が締結できない場合の措置等
指定管理者が、協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、その指定を取り消し、協定を締結しないことがあります。

ア　正当な理由なくして協定の締結に応じないとき。
イ　財務状況の悪化等により、管理業務の履行が確実でないと認められるとき。
ウ　著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められるとき。
エ　申請資格を喪失したとき。
(3) その他協議すべき事項
協定書に定めのない事項及び疑義が生じた場合は、県及び指定管理者双方が誠意を持って協議するものとします。

18　事業実施状況のモニタリング（監視）等

(1) 県によるモニタリング（監視）の実施
県は、指定期間中に指定管理業務の実施状況を把握し、良好な管理状況を確保するため、協定に定める指定管理業務の仕様に基づき、次のとおりモニタリングを実施します。
また、県では、外部有識者で構成する指定管理者制度モニタリング会議を公開で開催し、県が行ったモニタリングの状況等についてご意見をいただくとともに、この会議の資料や議事録を県ホームページ等で公表します。
ア　定期（月例）モニタリング
県は、指定管理者から提出された月報により指定管理業務の実施状況を確認し、その結果を指定管理者に通知します。
イ　随時モニタリング
県は、定期（月例）モニタリングの結果、必要に応じて施設の立入調査や関係帳簿類の確認を行います。
ウ　利用者満足度調査によるモニタリング
施設利用者の利便性の向上等の観点から、アンケート等により、施設利用者の意見・苦情等を聴取していただきます。その結果及び業務改善への反映状況については、報告書を作成し、県に提出していただきます。

①　簡易アンケート（通年、入館者や施設利用者を対象に実施するもの）

②　詳細アンケート（最低年１回、時期を定めてより詳細な質問項目により実施するもの）
エ　苦情・意見等への対応によるモニタリング
苦情・意見等については、その対応等について日報へ記録し、県へ報告していただきます。
オ　財務書類によるモニタリング
県は、指定管理者から提出された財務書類により、指定管理業務に係る財務状況を確認します。
カ　外部評価委員によるモニタリング

　　事業の実施状況や施設の管理運営の状況等について、外部の評価委員により検証を行います。
(2) 県の監査委員による監査
県の監査委員等が神奈川県の事務を監査するために必要があると認める場合、指定管理者に対して帳簿書類その他の記録の提出を求める場合があります。

19　指定の取消し等

(1) 指定の取消し事由等
指定管理者による指定管理業務の実施状況が、神奈川県立県民ホール条例第８条の取消し事由等に該当すると認められる場合には、県は、指定の取消し又は期間を定めて指定管理業務の全部若しくは一部の停止を命ずる場合があります。
なお、取消し事由等のうち、適切な管理を行うという指定基準を満たさなくなったと認めるとき、あるいは施設の維持管理を継続することが適当でないと認めるときというのは、次のような状況が想定されます。

　　ア　県の改善指示にかかわらず業務の改善が行われない場合
県が指定管理者の業務の実施状況についてモニタリングを行った結果、業務の内容が要求水準を満たしていないと判断した場合、県は、期日を定めて、指定管理者に業務の適正な履行や改善等の必要な措置をとることを勧告することができます。
この期日までに業務の改善等が行われていないと県が判断した場合には、県は期日を定めて指定管理者に業務の改善を指示します。
これらを経ても、なお業務の改善等が行われていないと県が判断した場合には、県は指定の取消し又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命ずる場合があります。
イ　指定管理者からの申出による場合
指定管理者は、法人の経営状況が悪化するなど、指定管理者の責めによる事由により、業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、速やかに県に報告しなければなりません。この場合、指定管理者は指定の取消し又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を県に申し出ることができることとしており、県は、当該申出に対応することになります。
ウ　不可抗力の発生等による場合
不可抗力の発生や制度等変更により、業務の継続が困難となった場合、県と指定管理者は、相手方に対して指定の取消し又は期間を定めて業務の全部又は一部を停止することについて、協議を求めることができることとしており、協議の結果、やむを得ないと判断した場合、県は指定の取消し又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命じる場合があります。

(2) 指定が取り消された場合等の賠償
指定管理者の責めに帰すべき事由により指定が取り消され、又は業務の全部若しくは一部が停止された場合、指定管理者は、県に生じた損害・損失や増加費用を賠償しなければなりません。その他の場合は、県と指定管理者は協議するものとします。
20　その他の事項
(1) 業務の引き継ぎについて
指定期間の終了若しくは指定の取消しにより、次期指定管理者に業務を引き継ぐ場合は､円滑な引き継ぎに協力していただきます。
(2) 名札の着用について
県民ホールの運営に従事する職員等は、利用者に施設職員等とわかるように、名札を着用していただきます。

21　参考資料等
別紙１　施設設備概要一覧表 
別紙２  神奈川県立県民ホール維持管理業務仕様書

別紙３  リスク分担表
(様式１) 質問票

(様式２) 神奈川県立県民ホール指定管理者指定申請書
(様式３) 神奈川県立県民ホール指定管理者提案書

(様式４) 委託予定業務一覧表

(参考様式１)業務日報例

(参考様式２)月例業務報告書例
　  神奈川県立県民ホール条例

神奈川県立県民ホール条例施行規則
22　問い合わせ先

○住　　所　　　〒231-8588　横浜市中区日本大通１
○担当部課　　　神奈川県県民部文化課神奈川芸術劇場整備担当
○電話番号　　　（045）210－3814（直通）

○ＦＡＸ番号　　（045）210－8840
○文化課問い合わせフォーム　http://www.pref.kanagawa.jp/sosiki/kenmin/0204/index.html
○担当者名　　　野村、田中、長谷川
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